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地
域

の
活

性
化

を
通

じ
た
観

光
立

国
の

実
現

主
務
大
臣
は
、
観
光
圏
の
整
備
に
よ
る
観
光
旅
客
の
来
訪
及
び
滞
在
の
促
進
に
関
す
る
基
本
方
針
を
策
定
。

観
光

圏
整

備
計

画

旅
館

組
合

農
漁

協
協

議
会

等
観

光
協

会

「
観

光
圏

整
備

事
業

」
：
地
域
の
創
意
工
夫
に
よ
る
観
光
圏
の
魅
力
を
高
め
る
た
め
の
事
業
を
具
体
的
に
列
挙

事
業
者
が
共
同
し
て
観
光
圏
整
備
事
業
を
実
施
す
る
た
め
の
計
画
を
作
成
し
、
国
土
交
通
大
臣
に
共
同
で
認
定
申
請

・
宿
泊
施
設
が
実
施
す
る
旅
行
業
者
代
理
業
に
係
る
旅
行

業
法

の
特
例

商
工

会
Ｎ
Ｐ
Ｏ

観
光

圏
整

備
実

施
計

画

国
に
よ
る
総

合
的

支
援

観
光
圏
の
整

備
に
よ
る
観
光
旅
客
の
来
訪
及
び
滞
在
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
２
０
年
法

律
第
３
９
号
）

国
内
外
か

ら
の

観
光

客
が
２
泊
３
日
以
上
の
滞
在
型
観
光
を
で
き
る
よ
う
な
観
光
エ
リ
ア
の

整
備
を
促
進
す
る
た
め
の
「
観
光
圏
整
備
法
」
を
制
定
。

成
立
：
平

成
2
0
年

5
月
1
6
日
（
全
会
一
致
）

施
行
：
同
年
7
月
2
3
日

・
運

送
事

業
関

係
の

手
続

緩
和

の
特

例
・
国
に
よ
る
必
要
な
助
言
、
指
導
そ
の
他
の
援
助

等

地
方
自
治
体

情
報

提
供

の
充

実

・
圏

域
全

体
を
紹

介
す
る
地

図
・
パ

ン
フ

レ
ッ
ト
作

製
や

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
立

ち
上

げ
等

宿
泊

の
魅

力
向

上

・
連

泊
・
圏

域
内

転
泊

プ
ラ
ン
の

企
画

立
案

・
広

報
等

体
験

交
流

メ
ニ
ュ
ー
の
充

実

・
滞

在
力

を
高

め
る
農

業
体

験
、
ア

ウ
ト
ド
ア
等

の
体

験
メ
ニ
ュ
ー
開

発
の
た
め
の
専
門
家
招
請
等

観
光

案
内

の
充

実

・
圏

域
全

体
の

情
報

を
多

言
語

に
よ
り
案

内
す
る
た
め
の

研
修

の

実
施
等

滞
在

を
促

進
す
る

イ
ベ
ン
ト
の
実
施

・
滞

在
を
促

進
す
る
早

朝
・
夜

間
の
新
た
な

イ
ベ
ン
ト
の
企
画
・

実
施
等

大
臣

認
定

基
本

方
針

（
平
成

2
4
年

1
2
月

2
7
日
改
正

）

・
滞
在
交
流
型
観
光
の
振
興
を
図
る
た
め
、
地
域
に
お
け
る
固
有
の
資
源
を
有
す
る
複
数
の
観
光
地
域
が
相
互
に
戦
略
的
に
取
組
を
促
進
（
観
光
圏
を
形
成
）
。

・
「
地
域
の
一
体
性
を
確
保
し
た
観
光
地
域
づ
く
り
」
、
「
実

施
主

体
間

の
連

携
」
、
「
圏
域
内
の
滞
在
・
回
遊
」
「
地
域
住
民
の
観
光
地
域
づ
く
り
へ
の
参
画
」
を
促
進
。

（
国

が
策

定
）

（
地

方
自

治
体

が
策

定
）

（
協

議
会

が
策

定
）
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観
光
圏
の
整
備
に
よ
る
滞
在
交
流
型
観
光
の
推
進

「
観
光
圏
の
整
備
に
よ
る
観
光
旅
客
の
来
訪
及
び
滞
在
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
き
、
地
域
の
関
係
者
が
連
携
し
、

地
域
の
幅
広
い
資
源
を
活
用
し
地
域
の
魅
力
を
高
め
る
こ
と
に
よ
り
、
国
内
外
の
観
光
客
が
２
泊
３
日
以
上
の
滞
在
交
流
型

観
光
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
「
観
光
圏
」
の
整
備
を
促
進
し
て
い
る
。

滞
在
コ
ン
テ
ン
ツ
の
充
実

移
動
の
利
便
性
向
上

観
光

圏
整

備
の
イ
メ
ー
ジ

事
業

実
施
の

基
本
的
な
方
針
の
策
定

・
観
光
圏
の

事
業

実
施

の
前

提
と
な
る
考
え
方

・
各
事
業
の

役
割

や
関

係
者

間
の
連
携
等

に
つ
い
て
、
方
針
を
定
め
、
関

係
者
で
共
有

宿
泊
の
魅
力
向
上

地
域
住
民
が

一
体
と
な
っ
た

観
光

地
域

づ
く
り
の
推

進
地
域
住
民

の
意

識
啓

発
・
参

加
促
進
を
図
る
と
と
も
に
、
観

光
地
域
づ
く
り
を
実
践
す
る
人

材
を
育
成

観
光
客
の

来
訪
・滞

在
の
促
進

滞
在
コ
ン
テ
ン
ツ
を
企
画
し
た

上
で
、
宿
泊
・
移
動
手
段
を
組

み
合
わ
せ
た
魅
力
あ
る
滞
在

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
提
供

情
報
提
供
の
充
実
・強

化

観
光

圏
整

備
に
対

す
る
支

援

○
旅
行
業
法
の
特
例

ホ
テ
ル
・
旅
館
に
よ
る
旅
行
業
者
代
理
業
の
特
例

⇒
宿

に
よ
る
宿

泊
客
へ

の
滞

在
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

販
売

を
可

能
と
し
、

宿
泊

客
の
滞
在
を
拡
大

○
農

山
漁

村
活

性
化

法
の
特

例
観
光
圏
内
の
農
山
漁
村
に
お
け
る
交
流
施
設
整
備
に
つ
い
て
、
農
山
漁

村
活

性
化

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支

援
交

付
金

の
交

付
が

可
能

⇒
農

山
漁

村
の

体
験

・交
流

メ
ニ
ュ
ー
等

楽
し
く
過

ご
せ

る
滞

在
コ
ン
テ
ン

ツ
の

充
実

○
社

会
資

本
整

備
に
つ
い
て
の
配

慮
社
会
資
本
整
備
に
お
け
る
、
景
観
整
備
、
案
内
標
識
整
備
等
の
事
業
に

よ
る
観
光
圏
整
備
事
業
と
の
連
携
・
配
慮

⇒
ハ

ー
ド
面

を
含
め
た
観

光
圏
全

体
の

総
合

的
な
魅

力
向

上

○
そ
の
他

の
支

援
・共

通
乗

車
船

券
・認

定
観

光
圏

案
内

所
・国

際
観
光
ホ
テ
ル
整
備
法
等
の
特
例

観
光

地
域

づ
く
り
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
役

割
○

観
光

地
域

づ
く
り
実

施
基

本
方

針
の
策

定
○

旅
行

業
者

等
市

場
に
対

す
る
一

元
的

な
対

応
を
行

う
体

制
の
構

築
○

各
事

業
の
管

理
及

び
評

価
○

各
事

業
の
連

携
に
係

る
関

係
者

間
の
調

整

滞
在

コ
ン
テ
ン
ツ
①

滞
在

コ
ン
テ
ン
ツ
②

滞
在

コ
ン
テ
ン
ツ
④

滞
在

コ
ン
テ
ン
ツ
③

滞
在

コ
ン
テ
ン
ツ
⑤

滞
在

コ
ン
テ
ン
ツ

⑥

主
た
る

滞
在

促
進
地
区

主
た
る
滞

在
促

進
地

区
と
滞

在
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
関

係
（イ

メ
ー
ジ
）

滞
在

プ
ロ
グ
ラ
ム

観
光

地
域

づ
く
り
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の

設
置

・
観

光
地

域
づ
く
り
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
（
法

人
）
に
よ

り
、
観
光
圏
整
備
事
業
を
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
す
る
体
制

を
構
築
す
る
必
要

・
観
光
地
域

づ
く
り
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
は

、
複
数
の
観
光
地
域
づ
く
り
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー

で
構
成
さ
れ
る

Ａ
市

Ｂ
市

Ｃ
町

Ｄ
村

Ｅ
町

Ｇ
市

Ｆ
町

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

（
観
光
地
域
づ
く
り
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
で
構
成
）

農
業

関
係
者

宿
泊
施
設

商
⼯
業
者

飲
⾷
店

Ｎ
Ｐ
Ｏ

漁
業

関
係
者

観
光

地
域

づ
く
り
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
要

件
○

上
記
の
役
割
を
果
た
す
た
め
に
必
要
な
知
識
と
経
験
を
有
す
る
こ
と
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・国土交通大臣の認定を受けた滞在促進地区内の宿泊業者（ホテル・旅館等）が、観光圏内における宿泊者の旅行につ
いて、旅行業者代理業を営むことができる（観光圏内限定旅行業者代理業）。 

・上記の場合には、旅行業法上の必置資格である旅行業務取扱管理者に代えて、一定の研修を修了した者を観光圏内限
定旅行業務取扱管理者として選任できる。 

・複数の運送事業者が共同で、割引周遊切符の発行などに関する事業について記載した観光圏整備実施計画を作成し、
認定を受けた場合、事業内容についてあらかじめ国土交通大臣に届け出ることにより、道路運送法や鉄道事業法など、
それぞれの法律ごとに必要な届出を行ったものとみなされる。 

共通乗車船券 

・観光圏整備計画に、「地域間交流の拠点となる施設の整備等」（農山漁村交流促進事業）に関する事項が記載された場
合において、当該観光圏整備計画を主務大臣（国土交通大臣・農林水産大臣）に送付したときは、「農山漁村の活性化
のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律」の規定による活性化計画の提出があったものとみなして、交付
金の交付が可能となる。 

 （交付率：１／２以内を基本とする。） 

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 

旅行業法の特例 

・観光圏整備事業者が、認定に関する情報提供の充実に関する観光案内所の運営について記載した観光圏整備実施計
画を作成し、認定を受けた場合、「認定観光圏案内所」の名称が使用可能。 

認定観光圏案内所 

・観光圏整備事業者が、旅客定員１２人以下の水上バスや遊覧船等に関する事業について記載した観光圏整備実施計
画を作成し、認定を受けた場合には、海上運送法上必要な届出を行ったものとみなされる。 

・一般旅客定期航路事業者が、運行日程や時刻等を変更して運行回数を増加させる事業について記載した観光圏整備実
施計画を作成し、認定を受けた場合には、海上運送法上の認可等が必要であっても、国土交通大臣に遅滞なく届出を
行えばよいものとする。 

・国際観光ホテル整備法の登録ホテル又は登録旅館が、チェックアウト時間の変更など、宿泊旅客のサービス改善・向上
に関する宿泊約款の変更を伴う観光圏整備実施計画を作成し、認定を受けた場合、国際観光ホテル整備法に基づく届
出をしたものとみなされる。 

海上運送法の特例 

国際観光ホテル整備法の特例 

・バス事業者が、観光圏内で路線バスの運行系統ごとの運行回数を増加させる事業について記載した観光圏整備実施計
画を作成し、認定を受けた場合、道路運送法上の認可等が必要であっても、国土交通大臣に遅滞なく届出を行えばよい
ものとする。 

道路運送法の特例 
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新
規

観
光

圏
整

備
実

施
計

画
認

定
地

域
（
６
地

域
）

（平
成
2
5
年
4
月
１
日
現
在
）

「
海

風
の
国

」
佐

世
保

・
小

値
賀

観
光

圏
（
長

崎
県

：
佐

世
保

市
、
小

値
賀

町
）

2
5
年

度
認
定
圏
域
名
（6

地
域
）

（対
象
市
町
村
名
）

富
良

野
・
美

瑛
観

光
圏

（
北

海
道

：
富

良
野

市
、
美

瑛
町

、
上

富
良

野
町
、

中
富

良
野

町
、
南

富
良

野
町

、
占

冠
村

）

雪
国
観
光
圏

（
新

潟
県

：
魚

沼
市

、
南

魚
沼

市
、
湯

沢
町

、
十

日
町

市
、

津
南

町
、
群

馬
県

：
み

な
か
み

町
、
長

野
県
：
栄

村
）

阿
蘇

く
じ
ゅ
う
観

光
圏

（
熊

本
県

：
阿

蘇
市

、
南

小
国

町
、
小

国
町

、
産

山
村

、
高

森
町

、
西
原

村
、

南
阿

蘇
村

、
山

都
町

、
大

分
県

：
竹

田
市

、
宮

崎
県

：
高

千
穂

町
）

八
ヶ
岳
観
光
圏

（
山

梨
県

：
北

杜
市

、
長

野
県

：
富

士
見

町
、
原

村
）

に
し
阿

波
～

剣
山

・
吉

野
川

観
光

圏
（
徳

島
県

：
美

馬
市

、
三

好
市

、
つ
る
ぎ
町

、
東

み
よ
し
町

）
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旧
基

本
方

針
に
基

づ
く
観

光
圏

整
備

実
施

計
画

認
定

地
域

（
３
４
地

域
）

知
床
観
光
圏

（
北

海
道

：
斜

里
町

、
清

里
町

、
標

津
町

、
羅

臼
町

）

日
光
観
光
圏

（
栃
木
県
：
日
光
市
）

（平
成
2
5
年
4
月
１
日
現
在
）

さ
っ
ぽ
ろ
広

域
観

光
圏

（
北

海
道

：
札

幌
市

、
江

別
市

、
千

歳
市

、
恵

庭
市

、
北

広
島

市
、

石
狩

市
、
当

別
町

、
新

篠
津

村
）

浜
名

湖
観

光
圏

（
静

岡
県

：
浜

松
市

、
湖

西
市

）

雲
仙

天
草

観
光

圏
（
長

崎
県

：
島

原
市

、
雲

仙
市

、
南

島
原

市
、
熊

本
県

：
上

天
草

市
、
、
宇

城
市

（
旧

三
角

町
）
、
天

草
市

、
苓

北
町

）

日
本
海
き
ら
き
ら
羽
越
観
光
圏

（
秋

田
県

：
に
か
ほ
市
、
山

形
県

：
鶴

岡
市

、
酒

田
市

、
戸

沢
村

、
三

川
町

、
庄

内
町

、
遊

佐
町

、
新

潟
県

：
村

上
市

、
関

川
村

、
粟

島
浦

村
）

聖
地
熊
野
を
核
と
し
た
癒
し
と
蘇
り
の
観
光
圏

（
奈
良
県
：
十
津
川
村
、
和
歌
山
県
：
田
辺
市
）

2
0
年
度
認
定
圏
域
名
（4

地
域
）

（対
象

市
町
村
名
）

2
1
年
度
認
定
圏
域
名
（1

3
地
域
）

（対
象
市
町
村
名
）

富
士
山
・
富
士
五
湖
観
光
圏

（
山

梨
県

：
富

士
吉

田
市

、
西

桂
町

、
忍

野
村

、
山

中
湖

村
、
鳴

沢
村

、
富
士

河
口

湖
町

）

伊
勢

志
摩

地
域

観
光

圏
（
三

重
県

：
伊

勢
市

、
鳥

羽
市

、
志

摩
市

、
南

伊
勢

町
）

京
都

府
丹

後
観

光
圏

（
京

都
府

：
舞

鶴
市

、
宮

津
市

、
京

丹
後

市
、
伊

根
町
、
与

謝
野

町
）

淡
路

島
観

光
圏

（
兵

庫
県

：
洲

本
市

、
南

あ
わ

じ
市

、
淡

路
市

）

び
わ
湖
・近

江
路

観
光

圏
（
滋

賀
県

：
彦

根
市

、
長

浜
市

、
東

近
江

市
、
米

原
市

、
日

野
町

、
竜

王
町

、
愛

荘
町

、
豊

郷
町

、
甲

良
町

、
多

賀
町

）

釧
路

湿
原

・
阿

寒
・
摩

周
観

光
圏

（
北

海
道

：
釧

路
市

、
弟

子
屈

町
）

め
で
た
め
で
た
♪

花
の
や

ま
が
た
観

光
圏

（
山

形
県

：
山

形
市

、
寒

河
江

市
、
上

山
市
、
村

山
市
、
天

童
市
、
東

根
市

、
尾

花
沢

市
、

山
辺

町
、
中

山
町

、
河

北
町

、
西

川
町

、
朝
日

町
、
大

江
町

、
大

石
田

町
）

2
2
年
度
認
定
圏
域
名
（1

3
地
域
）

（対
象
市
町
村
名
）

ト
キ
め
き
佐
渡
・に

い
が
た
観
光
圏

（
新

潟
県

：
新

潟
市

、
佐

渡
市

）

能
登
半
島

観
光

圏
（
石

川
県

：
七

尾
市

、
輪

島
市

、
珠

洲
市

、
羽

咋
市

、
志

賀
町

、
宝

達
志

水
町

、
中

能
登

町
、
穴

水
町

、
能

登
町

）

越
中
・飛

騨
観

光
圏

（
富

山
県

：
高

岡
市

、
射

水
市

、
氷

見
市
、
砺

波
市

、
小

矢
部

市
、
南

砺
市
、

岐
阜

県
：
高

山
市

、
飛

騨
市

、
白

川
村

）

箱
根
・
湯
河
原
・
熱
海
・
あ
し
が
ら
観
光
圏

（
神

奈
川

県
：
小

田
原

市
、
南

足
柄

市
、
中

井
町

、
大

井
町

、
松

田
町

、
山

北
町
、

開
成

町
、
箱

根
町

、
真

鶴
町

、
湯

河
原

町
、
静

岡
県

：
熱

海
市

）

伊
豆

観
光

圏
（
静

岡
県

：
伊

東
市

、
下

田
市

、
東

伊
豆

町
、
河

津
町

、
南

伊
豆

町
）

知
多
半
島
観
光
圏

（
愛

知
県

：
半

田
市

、
常

滑
市

、
東

海
市

、
大

府
市

、
知

多
市

、
阿

久
比

町
、

東
浦

町
、
南

知
多

町
、
美

浜
町

、
武
豊

町
）

東
紀
州
地
域
観
光
圏

（
三

重
県

：
尾

鷲
市

、
熊

野
市

、
紀

北
町

、
御

浜
町

、
紀

宝
町

）

香
川
せ
と
う
ち
ア
ー
ト
観
光
圏

（
香

川
県

：
高

松
市

、
丸

亀
市

、
坂

出
市

、
善

通
寺

市
、
観

音
寺

市
、
さ
ぬ
き
市

、
東

か
が
わ

市
、
三
豊

市
、
土

庄
町

、
小

豆
島

町
、
三

木
町
、
直

島
町
、
宇

多
津

町
、
綾

川
町
、

琴
平
町
、
多
度
津
町
、
ま
ん
の
う
町
）

瀬
戸
内
し
ま
な
み
海
道
地
域
観
光
圏

（
広

島
県

：
尾

道
市

、
愛

媛
県

：
今

治
市

、
上

島
町

）

豊
の
国

千
年

ロ
マ
ン
観

光
圏

（
大

分
県

：
別

府
市

、
中

津
市

、
豊

後
高

田
市

、
杵

築
市

、
宇

佐
市

、
国

東
市

、
姫

島
村

、
日

出
町

）

玄
界

灘
観
光

圏
（
福

岡
県

：
福

岡
市

、
糸

島
市

、
佐

賀
県

：唐
津

市
、
玄

海
町
、

長
崎

県
：壱

岐
市

）

富
山

湾
・
黒

部
峡

谷
・
越

中
に
い
か
わ

観
光

圏
（
富

山
県

：
魚

津
市

、
滑

川
市

、
黒

部
市

、
入

善
町

、
朝

日
町

）

四
万

十
・
足

摺
エ
リ
ア
（
幡

多
地

域
）
観

光
圏

（
高

知
県

：
宿

毛
市

、
土

佐
清

水
市

、
四

万
十

市
、
大

月
町

、
三

原
村

、
黒

潮
町
）

新
た
な
青

森
の
旅

・
十

和
田

湖
広

域
観

光
圏

（
青
森
県
：
青
森
市
、
八
戸
市
、
十
和
田
市
、
三
沢
市
、
七
戸
町
、
六
戸
町
、
東
北
町
、
お
い
ら
せ
町
）

立
山
黒
部
ア
ル
ペ
ン
ル
ー
ト
広
域
観
光
圏

（
長

野
県

：
大

町
市

、
富

山
県

：
立

山
町

）

福
井
坂
井
奥

越
広

域
観
光
圏

（
福

井
県

：
福

井
市

、
あ
わ

ら
市

、
坂

井
市

、
永

平
寺

町
、
大

野
市
、
勝

山
市

）

北
海
道
登
別
洞
爺
広
域
観
光
圏

（
北

海
道

：
室

蘭
市

、
登

別
市

、
伊

達
市
、
豊

浦
町

、
壮

瞥
町
、

洞
爺

湖
町

、
白

老
町

）

盛
岡
・
八
幡
平
広
域
観
光
圏

（
岩

手
県

：
盛

岡
市

、
八

幡
平

市
、
宮

古
市

、
雫

石
町

、
葛

巻
町

、
岩

手
町

、
滝

沢
村
、
紫
波

町
、
矢

巾
町

、
岩

泉
町

、
秋

田
県

：
鹿
角

市
、
小

坂
町

）

吉
野
大
峯
・髙

野
観
光
圏

（
奈

良
県

：
吉

野
町

、
黒

滝
村

、
天

川
村

、
五

條
市

、
野

迫
川

村
、
和

歌
山

県
：
高
野

町
）

2
3
年
度
認
定
圏
域
名
（3

地
域
）

（対
象

市
町
村
名
）

信
越

観
光
圏

（
長

野
県

：
長

野
市

、
須

坂
市

、
中

野
市

、
飯

山
市

、
千

曲
市

、
山

ノ
内

町
、
小

布
施

町
、
信

濃
町

、
坂

城
町

、
小
川

村
、
高

山
村

、
飯

綱
町

、
野

沢
温

泉
村

、
木

島
平

村
、
新

潟
県

:上
越

市
、
妙

高
市

）

2
4
年

度
認

定
圏

域
名

（
１
地

域
）

（対
象
市
町
村
名
）
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国
内
外
か
ら
選
好
さ
れ
る
国
際
競
争
⼒
の
⾼
い
魅
⼒
あ
る
観
光
地
域
づ
く
り
を
促
進
す
る
た
め
、
地
域
の
取
組
段
階
に
応
じ
、

観
光

地
域

ブ
ラ
ン
ド
確

立
支

援
事

業
に
つ
い
て

国
内
外
か
ら
選
好
さ
れ
る
国
際
競
争
⼒
の
⾼
い
魅
⼒
あ
る
観
光
地
域
づ
く
り
を
促
進
す
る
た
め
、
地
域
の
取
組
段
階
に
応
じ
、

地
域
独
⾃
の
「
ブ
ラ
ン
ド
」
の
確
⽴
を
通
じ
た
⽇
本
の
顔
と
な
る
観
光
地
域
の
創
出
に
向
け
た
取
組
を
⽀
援
す
る
。

観
光
地
域
づ
く
り
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

取
組

概
要

地
域
独
⾃
の
「
ブ
ラ
ン
ド
」
の
確
⽴

（
１
）
目
指
す
べ
き
地
域
の
将
来
像

の
策
定
、
マ
ー
ケ

テ
ィ
ン
グ
の
実
施
等
を
通
じ
た
ブ
ラ

ン
ド
戦
略
の
構
築
。

（
２
）
ブ
ラ
ン
ド
戦
略
に
基
づ
き
、

滞
在
プ
ロ
グ
ラ
ム

概
要

の
実
施
に
当
た
っ
て
の
課
題
を
解
決
す
る
た
め
の
事
業
、

主
た
る
滞
在
促
進
地
区
の
魅
力
を
向
上
す
る
た
め
に
必

要
な
事
業
、
ブ
ラ
ン
ド
の
管
理
を
行
う
事
業
等
の
実
施
。

⽀
援

（
１
）
観
光
地
域
ブ
ラ
ン
ド
確
⽴
基
盤
づ
く
り
⽀
援

（
２
）
観
光
地
域
ブ
ラ
ン
ド
確
⽴
⽀
援

○
観

光
圏

の
取

組
み
が
一

定
程

度
地

域
に
浸

透
し
、
か
つ
、
地

域
独

自
の
価

値
を
戦

略
的

に
創

出
・
提

供
す
る
こ
と
に
よ
り
「
ブ
ラ
ン
ド
」

価
確
立

指
す

域

○
ブ
ラ
ン
ド
戦

略
を
策

定
の
上

、
ブ
ラ
ン
ド
の
維

持
・
向

上
に
向

け
た
事

業
を
実

施
す
る
地

域

○
補

助
対

象
事
業

ブ
戦
略

基
づ
く
事
業

の
評

価
の
確
立
を
目

指
す
地

域

○
補

助
対

象
事

業
：
ブ
ラ
ン
ド
戦

略
の
策

定
に
係

る
事

業
（ブ

ラ
ン
ド
の
コ
ン
セ
プ
トの

磨
き
上
げ
、
ブ
ラ
ン
ド
の
コ
ン
セ
プ
トを

来
訪
者
が
体

感
で
き
る
滞

在
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
企
画
等
）

○
補

助
対

象
事
業
：
ブ
ラ
ン
ド
戦
略

に
基
づ
く
事
業

①
主

た
る
滞

在
促

進
地

区
を
起

点
と
す
る
滞

在
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実

施
す
る
に
当

た
っ

て
の
課

題
を
解

決
す
る
た
め
に
必

要
な
事

業
（
滞

在
プ
ロ
グ
ラ
ム
等

と
連

動
し
た
修

景
、
ガ
イ
ド
育

成
、
案

内
板

の
整

備
等

）

②
主
た
る
滞
在
促
進
地
区
の
魅
力
を
向
上
す
る
た
め
に
必
要
な
事
業

感
で
き
る
滞

在
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
企
画
等
）

○
補

助
額

：
上

限
5
0
0
万

円

②
主
た
る
滞
在
促
進
地
区
の
魅
力
を
向
上
す
る
た
め
に
必
要
な
事
業

（
宿

泊
サ
ー
ビ
ス
の
改

善
・
向

上
、
地

区
の
景

観
の
維

持
・
向

上
等

）

③
観
光
地
域
の
ブ
ラ
ン
ド
確
立
の
た
め
に
必
要
と
な
る
ブ
ラ
ン
ド
の
管
理
を
行
う
事
業

（
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
調

査
、
品

質
管

理
・
保

証
シ
ス
テ
ム
の
開

発
等

）
等

○
補

助
額

：
事

業
費

の
４
割

●
補
助
対
象
者
：

「
観
光
地
域
づ
く
り
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」

（
観
光
圏
整
備
法
（
「
観
光
圏
の
整
備
に
よ
る
観
光
旅
客
の
来
訪
及
び
滞
在
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」
（
平
成

2
0
年
法
律
第

3
9
号
）
及
び
基
本
方
針
（
「
観
光
圏
の
整
備
に
よ
る
観
光
旅
客

の
来
訪
及
び
滞
在
の
促
進
に
関
す
る
基
本
方
針
」
（
平
成

2
4
年

1
2
月

2
7
日
改
正
）
）
に
基
づ
き
作
成
さ
れ
、
か
つ
同
法
第

8
条
第
3
項
に
よ
り
新
た
に
認
定
を

受
け
た
観
光
圏
整
備
実
施
計
画

に
記
載
さ
れ
て
い
る
法
人
。
）
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関係法令

以下、各関係法令の関連箇所を抜粋。

■観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律【 観光圏整備法 】
（平成二十年五月二十三日法律第三十九号）

（定義）
第二条 この法律において「観光圏」とは、滞在促進地区が存在し、かつ、自然、歴史、文化等にお
いて密接な関係が認められる観光地を一体とした区域であって、当該観光地相互間の連携により観光
地の魅力と国際競争力を高めようとするものをいう。
２ この法律において「滞在促進地区」とは、観光旅客の滞在を促進するため、次項第一号に掲げる
事業及びこれに必要な同項第五号に掲げる事業を重点的に実施しようとする地区をいう。
３ この法律において「観光圏整備事業」とは、観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進
に資する事業であって、次に掲げるものをいう。
一 観光旅客の宿泊に関するサービスの改善及び向上に関する事業
二 観光資源を活用したサービスの開発及び提供に関する事業
三 観光旅客の移動の利便の増進に関する事業
四 観光に関する情報提供の充実強化に関する事業
五 前各号の事業に必要な施設の整備に関する事業
六 その他観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に資する事業

（基本方針）
第三条 主務大臣は、観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進を総合的かつ一体的に図る
ため、観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する基本方針（以下「基本方針」とい
う。）を定めるものとする。

（観光圏整備計画）
第四条 市町村又は都道府県は、基本方針に基づき、単独で又は共同して、当該市町村又は都道府県
の区域内について、観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進を総合的かつ一体的に図るた
めの計画（以下「観光圏整備計画」という。）を作成することができる。

（観光圏整備事業の実施）
第七条 第四条第一項の規定により観光圏整備計画が作成されたときは、観光圏整備事業を実施しよ
うとする者は、共同して、当該観光圏整備計画に即して観光圏整備事業を実施するための計画（以下
「観光圏整備実施計画」という。）を作成し、これに基づき、当該観光圏整備事業を実施するものとす
る。
（観光圏整備実施計画の認定）
第八条 観光圏整備事業を実施しようとする者は、共同して、国土交通大臣に対し、観光圏整備実施
計画が観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進を適切かつ確実に図るために適当なもので
ある旨の認定を申請することができる。
２ （ 略 ）
３ 国土交通大臣は、第一項の規定による認定の申請があった場合において、その観光圏整備実施計
画が次の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その認定をするものとする。
一 観光圏整備実施計画に定める事項が基本方針に照らして適切なものであること。
二 観光圏整備実施計画に定める事項が観光圏整備事業を確実に遂行するため適切なものであるこ
と。
三 観光圏整備実施計画に定められた観光圏整備事業のうち、滞在促進地区において実施するものに
ついては、当該観光圏における観光旅客の滞在を促進するため有効なものであること。
四 観光圏整備実施計画に定められた観光圏整備事業のうち、観光案内所の運営に係るものについて
は、当該観光圏整備事業に係るすべての観光案内所において、観光圏の全域にわたる観光に関する情
報が適切に提供されるものであること。
五 観光圏整備実施計画に定められた観光圏整備事業のうち、第十二条第一項前段に規定する観光圏
内限定旅行業者代理業に該当するものについては、当該事業を実施しようとする者が旅行業法（昭和
二十七年法律第二百三十九号）第六条第一項各号（第七号及び第八号を除く。）のいずれにも該当せず、
かつ、営業所ごとに同法第十一条の二に規定する旅行業務取扱管理者又は第十二条第四項前段に規定
する観光圏内限定旅行業務取扱管理者を確実に選任すると認められること。
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自治体内を運行区域とする乗合タクシー等の許可権限の移譲

自治体内を運行区域とする乗合タクシー、地域内循環バス運行に係る許可権限、運賃
及び料金に係る許可権限等を都道府県に移譲する。

【運行形態の想定】
○事業主体　：　既存の民間ハイヤー会社又は既存の民間バス会社
○目　　　的　：　通院や買い物等の町内移動手段の確保と交通空白エリアの解消
○対  象  者　：　 Ａ町在住の住民
○運行方式　：　ドア・ツー・ドア方式（市街地に１２箇所の乗降場所を設け、自宅等と往来）　等

アイデアの内容

アイデアを提出した理由等

○申請から許認可に要する時間の短縮
　  ～　都道府県の方が国よりも地域の実情に詳しい

○都道府県への移譲
　  ～当該自治体内の事業者に対して、当該自治体が許認可権限を持つのは好ましくないと判断

　○一般旅客自動車運送事業の許可（道路運送法第４条）
　○一般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金に係る認可（道路運送法第９条）

アイデア提出後のＡ町の対応等

○平成２２年度に１年間実施

○上記「アイデアの内容」欄に記載した
     運行形態により実施
   （国土交通大臣の許可を受けて実施）

○利用者が少なかったことから、本格
     実施はせず。

乗合タクシーの試験運行の実施
現在実施中の交通対策

必要となる許認可

○高齢者ハイヤー利用サービス
･平成２３年７月から実施
・町内に住所を有する75歳以上の方を対象
・町内であれば初乗り運賃のみでハイヤー
  を利用できるサービス

○路線バス高齢者利用支援事業
･平成２４年４月から実施
・町内に住所を有する75歳以上の方を対象

・所定の区間内であれば300円で路線バス
  を利用できるサービス
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想定されるメリット

○申請・相談窓口の増加

市町村により身近な道が対応することにより、
申請から許可までの期間の短縮が期待される。

　 〈現     行〉 北海道運輸局の７支局
　 〈移譲後〉 １４の（総合）振興局

○対応の迅速化

申請者の
利  便  性
の  向  上

想定されるデメリット・懸念

旅客自動車運送事業のうち一般乗合旅客自動車運送事業の許可権限のみを移譲

「一般貸切」及び「一般乗用」旅客自動車運送事業や特定旅客自動車運送事業等の許可
権限は国に残る。

一般乗合旅客自動車運送事業は、乗合タクシーや地域内循環バスのほか、路線バスや
都市間高速バスなどの事業も含まれる。

移譲する事務の範囲の問題

申請・相談窓口の分散

　事業によって国と道に窓口が分散することになり、申請者が不便を感じるおそれあり
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特定の者の需要に応じ、特定の場所に
運送することのみを事業とする。
【例】従業員送迎バス、介護タクシー　等

不特定の者の需要に応じ、一定の範囲の
旅客を運送することを事業とする。
輸送の仕方によって、「乗合」、「貸切」、「乗
用」の３つの事業に区分される。

他人の需要に応じ、有償で、自動車を使用して旅客を運送する事業

一般乗合旅客自動車運送事業

一般貸切旅客自動車運送事業

一般乗用旅客自動車運送事業

運行する時間と経路をあらかじめ定め、不特定
多数の旅客を乗り合わせて行う旅客自動車運送
事業
【例】路線バス、デマンドバス、乗合タクシー 等

一個の団体等と運送の契約を結び、車両を貸し
切って運送する旅客自動車運送事業
【例】貸切バス　等

運送形態は一般貸切旅客自動車運送事業と同
じであるが、使用する車両は乗車定員が１０人
以下の自動車
【例】ハイヤー、タクシー　等

運賃・料金

・一般乗合旅客自動車運送事業者は、旅客の運
賃及び料金の上限を定め、国土交通大臣の認可
を受けなければならない。
　これを変更しようとするときも同様とする。

・上記の上限の範囲内で運賃等を定めたときは、
あらかじめ国土交通大臣に届け出なければなら
ない。
　これを変更しようとするときも同様とする。

・道路運送法に定める地域公共交通会議等にお
いて、運賃・料金について合意がなされていれ
ば、上限の認可は不要であり、あらかじめ、国土
交通大臣に届け出ることをもって足りる。

地域住民の生活に必要な旅客輸送の確保その他の旅客の利便の増進を図るために必要な一般乗
合旅客自動車運送事業及び市町村運営有償運送に関する協議を行うために一又は複数の市町村
長又は都道府県知事が主宰する会議をいう。

旅客自動車運送事業について

旅客自動車運送事業とは

■一般旅客自動車運送事業 ■特定旅客自動車運送事業

【参考】地域公共交通会議
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一般乗合旅客自動車運送の事業許可手続き

市　町　村

運送事業者

国土交通省

運行委託

事業許可申請

上限運賃
認可申請

事業許可

上限運賃
認　　　可

事業許可申請から事業許可まで
の標準処理期間は
基本的に約３か月

地域公共交通会議の設置及び
協議

事業計画原案の作成
（運行経路・運行回数・時刻等）

・申請書（事業計画）
　～路線、事務所（営業所）、事業用
       自動車、停留所等に関する事項
       を記載。
       路線図を添付。
・事業用自動車の運行管理の体制を
   記載した書面
・事業の開始に要する資金及び調達
   方法を記載した書面
・乗務員の休憩、仮眠又は睡眠のた
  めの施設の概要を記載した書面  等

主な事業許可申請書類

その他参考事項

○北海道内における申請先は、北海道運輸局の各支局 （札幌・函館・旭川・室蘭・釧路・帯広・北見）

○事業許可申請に要する書類は、運行の形態により異なる。
　  （路線定期運行・路線不定期運行・区域運行）
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■道路運送法

（定義）

第二条 この法律で「道路運送事業」とは、旅客自動車運送事業、貨物自動車運送事業及び自動車道事業をいう。

２ この法律で「自動車運送事業」とは、旅客自動車運送事業及び貨物自動車運送事業をいう。

３ この法律で「旅客自動車運送事業」とは、他人の需要に応じ、有償で、自動車を使用して旅客を運送する事業であ

つて、次条に掲げるものをいう。

４ この法律で「貨物自動車運送事業」とは、貨物自動車運送事業法 による貨物自動車運送事業をいう。

５ この法律で「自動車道事業」とは、一般自動車道を専ら自動車の交通の用に供する事業をいう。

６ この法律で「自動車」とは、道路運送車両法 （昭和二十六年法律第百八十五号）による自動車をいう。

７ この法律で「道路」とは、道路法 （昭和二十七年法律第百八十号）による道路及びその他の一般交通の用に供する

場所並びに自動車道をいう。

８ この法律で「自動車道」とは、専ら自動車の交通の用に供することを目的として設けられた道で道路法 による道路

以外のものをいい、「一般自動車道」とは、専用自動車道以外の自動車道をいい、「専用自動車道」とは、自動車運送事業

者（自動車運送事業を経営する者をいう。以下同じ。）が専らその事業用自動車（自動車運送事業者がその自動車運送事

業の用に供する自動車をいう。以下同じ。）の交通の用に供することを目的として設けた道をいう。

（種類）

第三条 旅客自動車運送事業の種類は、次に掲げるものとする。

一 一般旅客自動車運送事業（特定旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業）

イ 一般乗合旅客自動車運送事業（乗合旅客を運送する一般旅客自動車運送事業）

ロ 一般貸切旅客自動車運送事業（一個の契約により国土交通省令で定める乗車定員以上の自動車を貸し切つて旅客を運

送する一般旅客自動車運送事業）

ハ 一般乗用旅客自動車運送事業（一個の契約によりロの国土交通省令で定める乗車定員未満の自動車を貸し切つて旅客

を運送する一般旅客自動車運送事業）

二 特定旅客自動車運送事業（特定の者の需要に応じ、一定の範囲の旅客を運送する旅客自動車運送事業）

（一般旅客自動車運送事業の許可）

第四条 一般旅客自動車運送事業を経営しようとする者は、国土交通大臣の許可を受けなければならない。

２ 一般旅客自動車運送事業の許可は、一般旅客自動車運送事業の種別（前条第一号イからハまでに掲げる一般旅客自

動車運送事業の別をいう。以下同じ。）について行う。

（許可申請）

第五条 一般旅客自動車運送事業の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提

出しなければならない。

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二 経営しようとする一般旅客自動車運送事業の種別

三 路線又は営業区域、営業所の名称及び位置、営業所ごとに配置する事業用自動車の数その他の一般旅客自動車運送

事業の種別（一般乗合旅客自動車運送事業にあつては、路線定期運行（路線を定めて定期に運行する自動車による乗合旅

客の運送をいう。以下同じ。）その他の国土交通省令で定める運行の態様の別を含む。）ごとに国土交通省令で定める事項

に関する事業計画

２ 前項の申請書には、事業用自動車の運行管理の体制その他の国土交通省令で定める事項を記載した書類を添付しな

ければならない。

３ 国土交通大臣は、申請者に対し、前二項に規定するもののほか、当該申請者の登記事項証明書その他必要な書類の

提出を求めることができる。

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%96%40%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%89%dd%95%a8%8e%a9%93%ae%8e%d4%89%5e%91%97%8e%96%8b%c6%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8c%dc&REF_NAME=%93%b9%98%48%89%5e%91%97%8e%d4%97%bc%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%b5%96%40%88%ea%94%aa%81%5a&REF_NAME=%93%b9%98%48%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%b5%96%40%88%ea%94%aa%81%5a&REF_NAME=%93%b9%98%48%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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（許可基準）

第六条 国土交通大臣は、一般旅客自動車運送事業の許可をしようとするときは、次の基準に適合するかどうかを審査

して、これをしなければならない。

一 当該事業の計画が輸送の安全を確保するため適切なものであること。

二 前号に掲げるもののほか、当該事業の遂行上適切な計画を有するものであること。

三 当該事業を自ら適確に遂行するに足る能力を有するものであること。

（一般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金）

第九条 一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者（以下「一般乗合旅客自動車運送事業者」という。）は、旅客の運賃

及び料金（旅客の利益に及ぼす影響が比較的小さいものとして国土交通省令で定める運賃及び料金を除く。以下この条、

第三十一条第二号、第八十八条の二第二号及び第五号並びに第八十九条第一項第一号において「運賃等」という。）の上

限を定め、国土交通大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも同様とする。

２ 国土交通大臣は、前項の認可をしようとするときは、能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えた

ものを超えないものであるかどうかを審査して、これをしなければならない。

３ 一般乗合旅客自動車運送事業者は、第一項の認可を受けた運賃等の上限の範囲内で運賃等を定め、あらかじめ、そ

の旨を国土交通大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも同様とする。

４ 一般乗合旅客自動車運送事業者が、地域における需要に応じ当該地域の住民の生活に必要な旅客輸送の確保その他

の旅客の利便の増進を図るために乗合旅客の運送を行う場合において、国土交通省令で定めるところにより、地方公共団

体、一般乗合旅客自動車運送事業者、住民その他の国土交通省令で定める関係者が当該運送に係る運賃等について合意し

ているときは、当該一般乗合旅客自動車運送事業者は、第一項及び前項の規定にかかわらず、あらかじめ、その旨を国土

交通大臣に届け出ることをもつて足りる。これを変更しようとするときも同様とする。

５ 一般乗合旅客自動車運送事業者は、第一項の国土交通省令で定める運賃及び料金を定めようとするときは、あらか

じめ、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも同様とする。

６ 国土交通大臣は、第三項若しくは第四項の運賃等又は前項の運賃若しくは料金が次の各号（第三項又は第四項の運

賃等にあつては、第二号又は第三号）のいずれかに該当すると認めるときは、当該一般乗合旅客自動車運送事業者に対し、

期限を定めてその運賃等又は運賃若しくは料金を変更すべきことを命ずることができる。

一 社会的経済的事情に照らして著しく不適切であり、旅客の利益を阻害するおそれがあるものであるとき。

二 特定の旅客に対し不当な差別的取扱いをするものであるとき。

三 他の一般旅客自動車運送事業者（一般旅客自動車運送事業を経営する者をいう。以下同じ。）との間に不当な競争を

引き起こすおそれがあるものであるとき。
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■道路運送法施行令

（旅客自動車運送事業に関する権限の委任）

第一条 一般乗合旅客自動車運送事業に関する道路運送法 （以下「法」という。）第二章 及び第四章 に規定する国土

交通大臣の権限であつて、次に掲げるものは、地方運輸局長に委任する。

一 法第四条第一項 の規定による事業の許可（当該事業に係る路線が国土交通省令で定める地方的な路線の基準に該当

するもの（以下「地方路線」という。）である場合又は当該事業が路線を定めて行うもの以外のもの（以下「不定路線事

業」という。）である場合に限る。）

二 法第九条第一項 の規定による運賃又は料金の上限の設定又は変更の認可であつて、次に掲げるもの

イ 事業計画の変更のうち停留所の新設、廃止又は位置の変更に伴う運賃の上限の設定又は変更に関するもの

ロ 運行計画の変更のうち運行系統の変更に伴う運賃の上限の設定又は変更に関するもの

ハ 深夜における旅客その他の特殊の旅客に適用する運賃の上限の設定又は変更に関するもの

ニ イからハまでに掲げるもの以外の運賃の上限の設定又は変更に関するもの（当該事業に係る路線が地方路線である場

合又は当該事業が路線を定めて行うもの以外のもの（以下「不定路線事業」という。）である場合に限る。）

ホ 料金の上限の設定又は変更に関するもの

三 法第九条第三項 の規定による届出の受理であつて次に掲げるもの又は同条第四項 若しくは第五項 の規定による

届出の受理

イ 前号に掲げるものとして法第九条第一項 の認可を受けた運賃又は料金の上限に係る運賃又は料金の設定又は変更に

関するもの

ロ 適用する期間又は区間その他の条件が付された運賃の設定又は変更に関するもの

四 法第九条第六項 の規定による運賃等又は運賃若しくは料金の変更の命令（前号に規定する届出に係るものに限る。）

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%93%b9%98%48%89%5e%91%97%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%cd&ANCHOR_F=1000000000002000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000002000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%8e%6c%8f%cd&ANCHOR_F=1000000000004000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000004000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%6c%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%8e%6c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000004000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000004000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%8c%dc%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000005000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000005000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%98%5a%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000006000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000006000000000000000000
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■道路運送法施行規則

（法第三条第一号 ロの乗車定員）

第三条の二 法第三条第一号 ロの国土交通省令で定める乗車定員は、十一人とする。

（一般乗合旅客自動車運送事業の運行の態様）

第三条の三 法第五条第一項第三号 の国土交通省令で定める運行の態様は、次のとおりとする。

一 路線定期運行

二 路線を定めて不定期に運行する自動車による乗合旅客の運送（以下「路線不定期運行」という。）

三 前二号に掲げるもの以外の乗合旅客の運送（以下「区域運行」という。）

（事業計画）

第四条 法第五条第一項第三号 の事業計画のうち路線定期運行を行う一般乗合旅客自動車運送事業に係るものには、次

に掲げる事項を記載するものとする。

一 路線に関する次に掲げる事項

イ 起点及び終点の地名及び地番

ロ キロ程

ハ 主たる経過地

二 主たる事務所及び営業所の名称及び位置

三 営業所ごとに配置する事業用自動車の数並びにその常用車及び予備車別の数並びにこれらのうち乗車定員十一人未

満の事業用自動車の数

四 自動車車庫の位置及び収容能力

五 各路線に配置する事業用自動車のうち、長さ、幅、高さ又は車両総重量が最大であるものの当該長さ、幅、高さ又

は重量

六 停留所の名称及び位置並びに停留所間のキロ程

２ 前項の事業計画には、次に掲げる事項を記載した路線図を添付するものとする。

一 路線

二 営業所及び停留所の位置及び名称

三 自動車車庫の位置

四 道路法 （昭和二十七年法律第百八十号）による道路（種類を明示すること。）、自動車道及び一般交通の用に供する

場所の別並びにその種別ごとのキロ程及び有効幅員並びに待避所の位置

五 縮尺及び方位

３ 法第五条第一項第三号 の事業計画のうち路線不定期運行を行う一般乗合旅客自動車運送事業に係るものには、次に

掲げる事項を記載するものとする。

一 路線に関する次に掲げる事項

イ 起点及び終点の地名及び地番

ロ キロ程

ハ 主たる経過地

二 主たる事務所及び営業所の名称及び位置

三 営業所ごとに配置する事業用自動車の数及びそのうち乗車定員十一人未満の事業用自動車の数

四 自動車車庫の位置及び収容能力

五 各路線に配置する事業用自動車のうち、長さ、幅、高さ又は車両総重量が最大であるものの当該長さ、幅、高さ又

は重量

六 運行系統

七 乗降地点の名称及び位置並びに乗降地点間のキロ程

八 運行系統ごとの発地の発車時刻又は着地の到着時刻を定める場合にあつては、当該発車時刻又は到着時刻

４ 前項の事業計画には、次に掲げる事項を記載した路線図を添付するものとする。

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%4f%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000000000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000000000000001000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%4f%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000001000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000001000000001000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8c%dc%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000003000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8c%dc%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000003000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%b5%96%40%88%ea%94%aa%81%5a&REF_NAME=%93%b9%98%48%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8c%dc%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000003000000000
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一 路線

二 営業所及び乗降地点の位置及び名称

三 自動車車庫の位置

四 運行系統

五 道路法 による道路（種類を明示すること。）、自動車道及び一般交通の用に供する場所の別並びにその種別ごとのキ

ロ程及び有効幅員並びに待避所の位置

六 縮尺及び方位

５ 法第五条第一項第三号 の事業計画のうち区域運行を行う一般乗合旅客自動車運送事業に係るものには、次に掲げる

事項を記載するものとする。

一 営業区域

二 主たる事務所及び営業所の名称及び位置

三 営業所ごとに配置する事業用自動車の数及びそのうち乗車定員十一人未満の事業用自動車の数

四 自動車車庫の位置及び収容能力

五 運送の区間

六 発地の発車時刻若しくは着地の到着時刻又は運行間隔時間

６ 前項の事業計画には、次に掲げる事項を記載した図面を添付するものとする。

一 営業区域

二 営業所並びに発地及び着地の位置及び名称

三 自動車車庫の位置

四 縮尺及び方位

７ 法第五条第一項第三号 の事業計画のうち一般貸切旅客自動車運送事業に係るものには、次に掲げる事項を記載する

ものとする。

一 営業区域

二 主たる事務所及び営業所の名称及び位置

三 営業所ごとに配置する事業用自動車の数

四 自動車車庫の位置及び収容能力

８ 法第五条第一項第三号 の事業計画のうち一般乗用旅客自動車運送事業に係るものには、次に掲げる事項を記載する

ものとする。

一 営業区域

二 主たる事務所及び営業所の名称及び位置

三 営業所ごとに配置する事業用自動車の数並びにその種別ごとの数並びに地方運輸局長が指定する地域にあつてはタ

クシー（タクシー業務適正化特別措置法 （昭和四十五年法律第七十五号）第二条第一項 に規定するタクシーをいう。以

下同じ。）及びハイヤー（同法第二条第二項 に規定するハイヤーをいう。以下同じ。）の別ごとの数

四 自動車車庫の位置及び収容能力

（営業区域）

第五条 法第五条第一項第三号 の営業区域は、輸送の安全、旅客の利便等を勘案して、地方運輸局長が定める区域を単

位とするものとする。

（申請書に添付する書類）

第六条 法第五条第二項 の書類は、次に掲げるものとする。

一 事業用自動車の運行管理の体制を記載した書面

二 事業の開始に要する資金及びその調達方法を記載した書面

三 事業用自動車の乗務員の休憩、仮眠又は睡眠のための施設の概要を記載した書面

四 事業用自動車の運行により生じた旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措置を講じている

ことを証する書類

五 一般乗用旅客自動車運送事業の許可を受けようとする者であつて、その事業用自動車を当該許可を受けようとする

者に限つて運転しようとするものにあつては、その旨を記載した書面

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%b5%96%40%88%ea%94%aa%81%5a&REF_NAME=%93%b9%98%48%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8c%dc%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000003000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8c%dc%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000003000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8c%dc%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000003000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8c%dc%96%40%8e%b5%8c%dc&REF_NAME=%83%5e%83%4e%83%56%81%5b%8b%c6%96%b1%93%4b%90%b3%89%bb%93%c1%95%ca%91%5b%92%75%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8c%dc%96%40%8e%b5%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8c%dc%96%40%8e%b5%8c%dc&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8c%dc%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000001000000003000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8c%dc%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000002000000000000000000
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六 既存の法人にあつては、次に掲げる書類

イ 定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ 最近の事業年度における貸借対照表

ハ 役員又は社員の名簿及び履歴書

七 法人を設立しようとするものにあつては、次に掲げる書類

イ 定款（会社法 （平成十七年法律第八十六号）第三十条第一項 及びその準用規定により認証を必要とする場合には、

認証のある定款）又は寄附行為の謄本

ロ 発起人、社員又は設立者の名簿及び履歴書

ハ 設立しようとする法人が株式会社であるときは、株式の引受けの状況及び見込みを記載した書類

八 法人格なき組合にあつては、次に掲げる書類

イ 組合契約書の写し

ロ 組合員の資産目録

ハ 組合員の履歴書

九 個人にあつては、次に掲げる書類

イ 資産目録

ロ 戸籍抄本

ハ 履歴書

十 法第七条 各号のいずれにも該当しない旨を証する書類

２ 法第四条 の規定により一般乗用旅客自動車運送事業の許可を受けようとする者が、その事業用自動車を当該許可を

受けようとする者に限つて運転しようとする場合には、前項第三号に掲げる書類の添付を省略することができる。

３ 法第四条 の規定により一般乗合旅客自動車運送事業の許可を受けようとする者が、申請書に第十五条の十二の運行

計画と同一の内容を記載した書面を添付したときは、法第十五条の三第一項 の規定による運行計画の届出がなされたも

のとみなす。

（緊急調整措置）

第七条 法第八条第四項 の国土交通省令で定める事業計画の変更は、次に掲げるものとする。ただし、専ら身体障害者

福祉法 （昭和二十四年法律第二百八十三号）第四条 に規定する身体障害者、介護保険法 （平成九年法律第百二十三号）

第十九条第一項 に規定する要介護認定を受けている者、同条第二項 に規定する要支援認定を受けている者及びその他肢

体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他の障害を有する者並びにその付添人の運送の用に供する車両に係るもの

を除く。

一 緊急調整地域における営業区域の設定

二 緊急調整地域における営業所に配置する事業用自動車の合計数の増加

三 第四条第八項第三号の地域にあつては、緊急調整地域における営業所に配置するタクシーの合計数の増加

（一般乗合旅客自動車運送事業の運賃等の上限の認可申請）

第八条 法第九条第一項 の規定により、運賃等の上限の設定又は変更の認可を申請しようとする者は、次に掲げる事項

を記載した運賃等上限設定（変更）認可申請書を提出するものとする。

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二 設定又は変更しようとする運賃等の上限を適用する路線

三 設定又は変更しようとする運賃等の上限の種類、額及び適用方法（変更の認可申請の場合は、新旧の運賃等（変更

に係る部分に限る。）を明示すること。）

四 変更の認可申請の場合は、変更を必要とする理由

２ 前項の申請書には、原価計算書その他運賃等の上限の額の算出の基礎を記載した書類を添付するものとする。

３ 次に掲げる場合には、前項の書類の添付を省略することができる。

一 路線を共通にする他の一般乗合旅客自動車運送事業者がその路線を共通にする部分について、現に認可を受けてい

る運賃等の上限と同一の運賃等の上限の設定の認可の申請をする場合

二 一般乗合旅客自動車運送事業者が、廃止された一般乗合旅客自動車運送事業の路線と路線を共通にする部分につい

て、廃止前に認可を受けていた運賃等の上限と同一の運賃等の上限の設定の認可の申請をする場合

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%b5%96%40%94%aa%98%5a&REF_NAME=%89%ef%8e%d0%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%b5%96%40%94%aa%98%5a&REF_NAME=%91%e6%8e%4f%8f%5c%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000003000000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000003000000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%b5%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%6c%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%6c%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8f%5c%8c%dc%8f%f0%82%cc%8e%4f%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001500300000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001500300000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%94%aa%8f%f0%91%e6%8e%6c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000004000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000004000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%6c%96%40%93%f1%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%90%67%91%cc%8f%e1%8a%51%8e%d2%95%9f%8e%83%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%6c%96%40%93%f1%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%90%67%91%cc%8f%e1%8a%51%8e%d2%95%9f%8e%83%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%6c%96%40%93%f1%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%8e%6c%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%89%ee%8c%ec%95%db%8c%af%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%8f%5c%8b%e3%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000001000000000000000000
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三 一般乗合旅客自動車運送事業を経営している者が、認可を受けている当該事業の運賃の上限の賃率と同一の賃率を

適用して運賃の上限の設定の認可を申請する場合

四 一般乗合旅客自動車運送事業を経営している者が、認可を受けている当該事業の料金の上限と同一の料金の上限の

設定の認可を申請する場合

五 前各号に掲げる場合のほか、一般乗合旅客自動車運送事業を経営している者が当該事業の運賃等の上限の設定又は

変更の認可を申請する場合であつて、国土交通大臣（運賃等の上限の設定又は変更の認可の権限が地方運輸局長に委任さ

れている場合にあつては、地方運輸局長。次項において同じ。）が必要がないと認めたとき。

４ 一般乗合旅客自動車運送事業者は、第一項の申請書に法第九条第三項 の規定により届け出るべき運賃等の種類、額

及び適用方法を記載した書類を添付することができる。この場合において、国土交通大臣が、法第九条第一項 の規定に

よる運賃等の上限の認可をしたときは、当該運賃等について同条第三項 の規定による届出がなされたものとみなす。

（一般乗合旅客自動車運送事業の運賃等の届出）

第九条 法第九条第三項 又は第四項 の規定により運賃等の設定又は変更の届出をしようとする者は、当該運賃等の実

施予定日の三十日前までに、次に掲げる事項を記載した運賃等設定（変更）届出書を提出するものとする。

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二 設定又は変更しようとする運賃等を適用する路線

三 設定又は変更しようとする運賃等の種類、額及び適用方法（変更の届出の場合には、新旧の運賃等（変更に係る部

分に限る。）を明示すること。）

四 適用する期間又は区間その他の条件を付す場合には、その条件

五 実施予定日

２ 法第九条第四項 の規定による運賃等の設定又は変更の届出に係る前項の届出書には、当該届出に係る運賃等につい

て次条に規定する地域公共交通会議又は地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 （平成十九年法律第五十九号）第

六条 に規定する協議会（第九条の三第一項第二号から第五号に掲げる者を構成員に含むものに限る。以下単に「協議会」

という。）において協議が調つていることを証する書類を添付するものとする。

３ 次に掲げる場合には、第一項中「当該運賃等の実施予定日の三十日前までに」とあるのは、「あらかじめ」と読み替

えるものとする。

一 当該路線について他の一般乗合旅客自動車運送事業者が現に適用している運賃等と同一の運賃等の設定又は変更の

届出をする場合

二 前号に掲げる場合のほか、法第九条第六項 各号に該当しないものとして国土交通大臣（運賃等の届出の受理の権限

が地方運輸局長に委任されている場合にあつては、地方運輸局長）が必要がないと認めたとき。

（法第九条第四項 の合意しているとき）

第九条の二 法第九条第四項 の合意しているときとは、同項 の届出に係る運賃等について地域公共交通会議（地域住

民の生活に必要な旅客輸送の確保その他の旅客の利便の増進を図るために必要な一般乗合旅客自動車運送事業及び第四

十九条第一号に規定する市町村運営有償運送に関する協議を行うために一又は複数の市町村長（特別区の区長を含む。以

下同じ。）又は都道府県知事が主宰する会議をいう。以下同じ。）又は協議会において協議が調つているときとする。

（地域公共交通会議の構成員）

第九条の三 地域公共交通会議は、次に掲げる者により構成するものとする。

一 地域公共交通会議を主宰する市町村長又は都道府県知事その他の地方公共団体の長

二 一般乗合旅客自動車運送事業者その他の一般旅客自動車運送事業者及びその組織する団体

三 住民又は旅客

四 地方運輸局長

五 一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体

２ 地域公共交通会議を主宰する市町村長又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、前項各号に掲げる者のほ

か、地域公共交通会議に、次に掲げる者を構成員として加えることができる。

一 路線を定めて行う一般乗合旅客自動車運送事業又は第四十九条第一号に規定する市町村運営有償運送について協議

を行う場合には、次に掲げる者

イ 道路管理者

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%8e%6c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000004000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000004000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%8e%6c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000004000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000004000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8b%e3%96%40%8c%dc%8b%e3&REF_NAME=%92%6e%88%e6%8c%f6%8b%a4%8c%f0%92%ca%82%cc%8a%88%90%ab%89%bb%8b%79%82%d1%8d%c4%90%b6%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8b%e3%96%40%8c%dc%8b%e3&REF_NAME=%91%e6%98%5a%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8b%e3%96%40%8c%dc%8b%e3&REF_NAME=%91%e6%98%5a%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%98%5a%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000006000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000006000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%8e%6c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000004000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000004000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%8e%6c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000004000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000004000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%93%af%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000004000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000004000000000000000000
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ロ 都道府県警察

二 学識経験を有する者その他の地域公共交通会議の運営上必要と認められる者



現

状

課

題

評価から認定まで道内で手続きが完結

建築基準法に基づく構造方法等の認定権限の移譲

目指すすがた

現状 提案

・建築基準法に基づく構造方法等の認定は、国土交通大臣が指定した
性能評価機関が事前に評価し、国土交通省（本省）が認定を行ってい
る。
・道内では、北方建築総合研究所が、東北・北海道地域で唯一、性能評
価機関として指定されている。

国土交通大臣に認定権限が
あるため、道内で性能評価を
行っても、認定は東京で行わ
なければならない。

・道内で性能評価を行っても、認定申請は国土交通省（東京）で行わな
ければならず、申請者の負担が大きい。
・認定事務は国土交通省（本省）が、全国からの申請に一括して対応し
　ていることから、申請から認定までに相当の時間を要する。

資料６



区　　　分 現　　　　　　　　　　　　　　　行 権　　　限　　　移　　　譲　　　後

イメージ図

法令制度

建築基準法に基づく構造方法等の認定〈新旧対照表〉

■北方建築総合研究所において行っている性能評価の業務

【防耐火構造及び防火設備】
耐火設備、準耐火設備、防火構造、耐火建築物の防火設備に係る遮炎性能、準防火構
造、準防火地域の防火設備に係る準遮炎性能　等
【防火材料】
不燃材料、準不燃材料、難燃材料
【ホルムアルデヒド発散材料】

事業者

■評価申請から認定までの流れ

【性能評価】
北方建築総合
研究所（旭川市）

【認定】
国土交通省
（東京都）

※認定申請は事業者が行う。

■評価申請から認定までの流れ

事業者 【性能評価】
北方建築総合
研究所（旭川市）

【認定】
北海道
（札幌市）

※認定申請は事業者が行う。

■北方建築総合研究所において行っている性能評価の業務

同　　　左

【防耐火構造及び防火設備】
・耐火設備（法第２条第７号）
・準耐火設備（法第２条第７号の２）
・防火構造（法第２条第８号）
・耐火建築物の防火設備に係る遮炎性能（法第２条第９号の２ロ）
・準防火構造（法第２３条）
・準防火地域の防火設備に係る準遮炎性能（法第６４条）
・特定防火設備の遮炎性能（令第１１２条第１項）
・準耐火構造の界壁等に用いる防火設備の遮炎性能（令第１１４条第５項）
・耐火建築物とすることを要しない特殊建築物の加熱後の変形の有無
　（令第１１５条の２の２第１項第１号）
・耐火建築物とすることを要しない特殊建築物のひさしの変形の有無
　（令第１１５条の２の２第１項第４号ハ）
【防火材料】
・不燃材料（法第２条第９号）
・準不燃材料（令第１条第５号）
・難燃材料（令第１条第６号）
【ホルムアルデヒド発散材料】（令第２０条の７第２項～第４項）

道州制特区推進法において、特定広域団体が道州制特別区域計画を作成したときは、
左記の建築基準法及び建築基準法施行令の規定を適用しない旨の条文を追加する。

〈摘要〉
「法」：建築基準法
「令」：建築基準法施行令



資料７

整 理 案

北海道議会議員選挙における選挙区の設定権限の移譲



都道府県がそれぞれの地域特性に応じて主体的に選挙区を
　設定できる制度となっていない。

現

状

【北海道の地域特性】
　・ 国土の２２％を占める広大な面積　 　・ 積雪寒冷という厳しい自然環境
　・ 少子高齢化の一層の進行　　　　　　　・ 大都市への人口の偏在化　　等

課

題

地域が主体的に選挙区を設定できる仕組みの導入

北海道議会議員選挙における選挙区の設定権限の移譲

目指すすがた

現状 提案

　都道府県議会議員の選挙区は、公職選挙法に定める一定の基準の
　範囲内で、議会が定めることとされている。

　【一定の基準の例】
　　　　　・ 選挙区は振興局又は市の区域
　　　　　・ 選挙区の人口が一定基準を下回った場合は強制的に合区
　　　　　・ 各選挙区の議員の数は人口に比例

　公職選挙法に定める一定の
　基準の範囲内で選挙区を設定

（基準例）
　・選挙区は振興局又は市の区域
　・選挙区の人口が一定基準を下回った
　　場合は強制的に合区
　・各選挙区の議員の数は人口に比例



区　　　分 現　　　　　　　　　　　　　　　行 権　　　限　　　移　　　譲　　　後

法令制度

イメージ図

北海道議会議員選挙における選挙区の設定権限の移譲〈新旧対照表〉

○都道府県議会議員の選挙区は、公職選挙法に定める一定の基準

    の範囲内で各都道府県の条例により規定

【公職選挙法に定める主な基準】
　■選挙区の設定単位
　　都道府県の議会の議員の選挙区は、郡市の区域による。
　　ただし、北海道においては、振興局を郡とみなす。

　■強制合区
　　当該選挙区の人口が、当該都道府県の人口を当該都道府県の議会の

      議員の定数をもって除して得た数の半数に達しないときは、条例で隣接

      する他の都市の区域と合わせて一選挙区を設けなければならない。

　■人口比例原則
　　各選挙区において選挙すべき地方公共団体の議会の議員の数は、人

      口に比例して、条例で定めなければならない。

公職選挙法に定める一定の基準によることなく
　　　　　  選挙区を設定できる権限を移譲

○北海道議会議員の選挙区の設定に関しては、北海道が独自に定めた

     基準に基づき、条例により規定

○公職選挙法第１５条等において、都道府県の議会の議員の選挙区
    の設定に関するルールを規定している。

○道州制特区推進法において、特定広域団体が道州制特別区域計画

     を作成したときは、都道府県の議会の議員の選挙区の設定に関す

     る公職選挙法の規定を適用しない旨の条文を追加する。

都道府県がそれぞれの地域の特性に応じて、主体的に選挙区を設定
できる制度になっていない。

 公職職選挙法に定める一定の範囲内で選挙区を決定
 地域が主体的に選挙区を設定できる仕組みの導入

北海道の地域特性を考慮した定数配分や選挙区の設定
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